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１．本資料の目的、位置づけ 
（背景） 

洋上風力発電は、大量導入やコスト低減が可能であるとともに、経済波及効果が

期待されることから、再生可能エネルギーの主力電源化に向けた切り札である。特

に、事業規模は数千億円、構成する機器や部品点数が数万点と多いため、関連産業

への経済波及効果が大きい。グローバルな洋上風力発電市場は着実に成長しており、

国際機関の分析では、2040 年には全世界で 2018 年の約 24 倍である 5 億 6,200 万

kW（562GW）の導入が見込まれる。 

「洋上風力産業ビジョン（第 1 次）」（令和 2 年 12 月 15 日、洋上風力の産業競争

力強化に向けた官民協議会）により、各地域で、基地港湾を核とした産業誘致・地

域振興の期待が高まっている一方、どのような産業が国内立地するか、国内のどの

地域に立地するかは現時点では不透明であり、港湾管理者及び自治体にとっては、

基地港湾を核とした産業誘致・地域振興の実現性の高いシナリオが描けない状況に

あるとともに、港湾管理者及び自治体にとっては、基地港湾を整備することによる

地元への効果が分かりにくいとの指摘がある。 

また、地域それぞれによって、企業進出用地の広さや背後圏の人口・経済規模、

陸上交通アクセス等、基地港湾や関連産業の立地条件はそれぞれ異なるため、全国

一律の地域振興策を目指すことは困難な状況にある。 

加えて、基地港湾以外にも、関連産業のサプライチェーン構築やＯ＆Ｍ（運用・

維持管理）で用いられる港湾においても、関連産業・研究機関等誘致、新エネルギ

ー活用、観光振興等による地域振興が可能と考えられる。 

（目的・本資料の位置づけ） 

本ガイドブックは、今後、基地港湾の港湾管理者、港湾所在市町村、促進区域の

地元自治体（都道府県、市町村）が、自らの地域の状況に適した地域振興（地元企業

参入含む）を各地域で検討・推進するにあたっての、参考となる情報（地域振興の

考え方や先進事例等）をとりまとめたものである。 

洋上風力発電設備の整備に係る海域の利用の促進については、「海洋再生可能エネ

ルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るための基本的な方針について（令和元年５月 17 日閣議決定）」において、

「漁業その他の海洋の多様な開発及び利用、海洋環境の保全、海洋の安全の確保そ

の他の海洋に関する施策との調和を図」ることを目標の一つとしている。洋上風力

発電の導入に対しては、前向きな意見に加えて、漁業活動や船舶航行への支障、景

観や環境への影響等の意見が聞かれることもある。 

このため、本ガイドブックの利用にあたっては、上記の記載内容も認識した上で、

洋上風力発電事業の理解促進、漁業関係者を始めとした利害関係者との調整、環境

への配慮が適切になされるための環境影響評価及びモニタリングの実施など、社会

的受容性を確保するための取り組みが必要となることも忘れてはならない。 
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（本資料の構成） 

本ガイドブックの構成は、本文と「事例集」及び、洋上風力関連産業の動向等の

「参考資料」としている。 

 

２．基地港湾等を活用した地域振興の基本的な考え方 
（地域振興の必要性） 

2050 年カーボンニュートラル実現に向けては、洋上風力産業ビジョンで示された

洋上風力発電の導入目標の実現が必要であり、その円滑な導入にあたっては、基地

港湾等の環境整備による洋上風力発電事業の導入促進とともに、基地港湾の所在市

町村や促進区域の地元自治体における地域振興の両立が求められる。 

（港湾管理者及び自治体の積極的関与の必要性） 

地域において新たな産業となる洋上風力産業を立地するには、洋上風力発電設備

の性質上、臨海部エリアが中心になる一方、臨海部エリアには既存利用者が存在し

ており、新たな産業を創出するには既存利用者等との調整が不可欠である。 

臨海部エリアの多くは港湾を有しており、これらの港湾については、港湾管理者

や都道府県・市町村が港湾や地域づくりを実施しているため、調整に当たっては、

誘致を希望する地域が港湾管理者等と一体となって進めていくことが重要である。 

（地域の実情に応じた地域振興） 

誘致を進めるに当たっては、企業進出用地の広さ、背後圏の人口・経済規模、陸

上交通アクセス等はそれぞれ異なるため、各地域において、自らの特徴を活かせる

ように各々の状況に応じた地域振興を目指すことが必要となる。 

 

３．洋上風力発電産業の全体像と洋上風力発電のフェーズ 
（フェーズ） 

洋上風力発電のフェーズは、調査開発～公募・事業者選定～資機材生産～建設～

運転～撤去の段階があり、実際に開発が決定（事業者選定）してから撤去まで、約

３０年にわたって地域との関係が発生することになる。資機材調達をほぼ海外に依

存している現時点では、地先の洋上風力発電所の建設、運用・維持管理の段階にお

ける、地元企業の参入（ビジネスチャンス）や、地域での洋上風力関連のクラスタ

ー形成が期待される。 

（主要プレイヤー） 
各フェーズの主要プレイヤーは、調査開発段階では発電事業者、資機材生産段階

では風車メーカーや基礎メーカー等である。地元参入が期待される建設段階ではＥ

ＰＣＩ業者（設計・調達・建設・据付）、運用・維持管理段階では発電事業者や風車

メーカー、Ｏ＆Ｍ事業者等が主要プレイヤーとなり、地元企業はそれらプレイヤー

から直接・間接的に業務を受注することが期待される。 

（マーケットの広がり） 
洋上風力産業ビジョンで示された、今後の洋上風力発電の導入目標（2030 年まで



                                             

3 

に 1,000 万 kW、2040 年までに浮体式も含む 3,000 万 kW～4,500 万 kW の案件形成）、

産業界による国内調達比率の目標（2040 年までに 60％）を踏まえると、洋上風力発

電所に関連する各地域においては、単に地先洋上風力発電所での地元企業のビジネ

スチャンスに留まらず、近隣の洋上風力発電所案件や全国を対象とした関連産業の

拠点化（Ｏ＆Ｍ拠点、生産拠点等）や、風車等生産における地元企業のサプライチ

ェーン参入が期待される。  

 
４．事例集で紹介している地域振興モデル等の事例について 
（１）地域振興モデルに関する事例 

地域振興にあたっては、自らの地域の状況に適した地域振興（地元企業参入含む）

を各地域において検討し、それに相応しい取り組みを推進することが必要である。

本ガイドブックでは、自らの地域が、どのような地域振興を目指すべきかの参考と

なるよう、国内外の事例より様々な地域振興モデルを提示した。 

地域振興モデルは、基地港湾の建設（プレアッセンブリ）、Ｏ＆Ｍ機能をベースに、

作業船基地、資機材生産、人材育成・研究開発、観光等の視点より整理しているた

め、これらの要素を組合せて活用することが考えられる。 

「事例集」では、①Ｏ＆Ｍ拠点型、②作業船基地、③生産拠点型、④人材育成・研

究開発拠点型、⑤観光資源としての活用、⑥水素等の活用も含む再エネ拠点、⑦建

設支援型の７つの地域振興モデルを提示し、各モデルに対応する国内外における参

考事例を紹介している。 

 

（２）人材育成に関する事例 

地域振興を進めるうえでは、各地域で洋上風力関連産業に携わる技術者・労働者

等の人材育成・確保が重要となる。 

必要となる人材の育成・確保にあたっては、大きく、①スキル取得（技能実習、訓

練、資格取得支援、セミナー等）、②技術者育成（大学等での高等教育）、③将来の担

い手確保（ＳＴＥＭ教育、ＰＲ活動等）の取組があげられる。国内外における先進

地域において、これらの取り組みがなされており、「事例集」では参考となる事例を

紹介している。 

 

（３）地域振興の効果に関する事例 

地域振興の効果は、経済波及効果として地元受注（直接効果）及びその波及効果

があり、その経済波及効果に伴う雇用効果、地元企業の事業拡大及び雇用所得増等

による税収効果（都道府県、市町村）が期待される。 

想定される効果の全体像、産業連関分析による効果算出の方法を整理するととも

に、国内における効果の算出事例を紹介している。各事例の算出内容・算出区分や、

算出にあたっての地域の自給率設定等を参考にされたい。 
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